
定例記者会見資料（令和７年６月２日） 

 耐震化を進め、安全・安心な水道水を届けるため、  

 水道料金の改定（案）を６月定例会へ提案します   
 

 ●今後とも水道施設の耐震化等をしっかりと進める上で、持続
可能な経営基盤の確立が大前提。 

 ●上下水道料金等審議会から「令和８年４月検針分からの平均
改定率 14.95％の料金改定は適当」との答申を受領。 

 ●審議会からの答申を踏まえ、水道料金の改定案（平均改定率
14.95％）を６月定例会へ提案。 

 ●改定案が可決された場合、昭和 57 年以来 44 年ぶりの改定。
なお、改定後も県内９市で引き続き最低料金。 

●独立採算 
・地方公営企業法により、事業運営に係る経費は料金収入をもって充てなければな

らないとされている（独立採算）。 

 

●計画的な更新には、国庫補助事業の活用が不可欠 

・国の規定によると、国庫補助事業を活用して耐震化を推進するためには、料金回収

率※100％以上の確保が条件。しかし、本市水道事業の料金回収率は２年連続 100％

未満。 

 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

料金回収率 106.6％ 105.4％ 99.3％ 93.3％※速報値 
 

・今後の更新計画では、総事業費約 911億円が必要と試算。これを計画的に実施する

ためには、料金改定を行い、国庫補助事業の要件を満たすことが必要不可欠。 

 

●平均改定率 14.95％で改定 
・今後の耐震化の推進や老朽施設の更新、労務単価・資材価格高騰等を考慮すると、

料金回収率を 100％以上にするためには、少なくとも平均改定率 14.95％の改定が

必要。 

 

●改定後も県内９市で最低料金（一般家庭使用モデル：口径 13mm １か月使用水量 20 ㎥ 税込） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※給水にかかる費用が、どの程度水道料金収入で賄われているかを示す指標 

【問い合わせ】 上下水道局総務課 電話 23-4810 

 



（参考）都城市上下水道料金等審議会について 

条例に基づき、上下水道料金等について審議するため、都城市上下水道料金等審議

会を設置しました。 

 

１ 審議会の開催状況 

 

 

 

 

  

  

２ 都城市上下水道料金等審議会委員 

 選出区分 所属団体 

１ 

知識・経験を有する者 
南九州大学環境園芸学部 

２ 宮崎大学工学研究部 

３ 

市内の 

各種団体代表者 

南九州税理士会都城支部 

４ ＪＡみやざき都城地区女性部 

５ 都城商工会議所女性会 

６ 

市内の 

水道使用者 

都城市自治公民館連絡協議会 

７ 妻ケ丘地区民生委員・児童委員協議会 

８ 社会福祉法人都城市社会福祉協議会 

９ 公益社団法人都城市北諸県郡医師会 

10 宮崎県飲食業生活衛生同業組合都城支部 

３ 都城市上下水道料金等審議会の答申書 
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